




































  産総研プレス発表資料 

解禁日時：資料配付と同時 

【平成 30 年 3 月 29 日 13:30】 

本件配布先： 産総研 → 経済産業記者会、経済産業省ペンクラブ、中小企業庁ペンクラブ、資源記者クラブ、 

文部科学記者会、科学記者会、筑波研究学園都市記者会、千葉県政記者クラブ 

千葉県北部地域の地下の地質構造を 3次元で可視化 

－ 国内初の 3 次元地質地盤図、地震防災・減災や地質汚染対策に有用 － 

平成 30年 3月 29日 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

■ ポイント ■

・ 大量のボーリングデータ解析を基に、地層分布を 3次元表示する地質地盤図を国内で初めて公開

・ 従来の地質図では不可能であった立体図や任意箇所の地質断面図を表示しウェブ上で閲覧可能に

・ 地震ハザードマップ、都市インフラ整備、地下水流動・地質汚染調査などでの利活用へ

■ 概 要 ■

国立研究開発法人 産業技術総合研究所【理事長 中鉢 良治】（以下「産総研」という）地質調査総合

センター【総合センター長 矢野 雄策】は、地質情報研究部門【研究部門長 田中 裕一郎】情報地質研

究グループ 中澤 努 研究グループ長と野々垣 進 主任研究員らが、今回、首都圏のモデル地域と

なる、千葉県北部地域（柏～成田～船橋～千葉近辺）の 3次元地質地盤図を完成させた。この 3次

元地質地盤図は、平成 30 年 3 月 30 日より、産総研のウェブサイト（「都市域の地質地盤図」

https://gbank.gsj.jp/urbangeol/）で公開する予定で、誰でも自由に無償で閲覧できる。 

産総研はこれまで、最新の地質研究成果に基づき、日本全国の地質図を地域ごとに作成し、広

く一般に提供してきた。しかし、従来の地質図は、地質構造を 2次元の平面図や断面図で図示して

いたため、地表の地質分布は分かるものの、地下の地質構造は分かりにくかった。一方、東日本大

震災では、千葉県をはじめとする沿岸域で発生した地盤の液状化が大きな社会問題となるなど、

地下の地質構造の情報整備が喫緊の課題となった。また、地下水や地層などの汚染（地質汚染）の対

策のために、汚染物質を拡散させる地下水の流れが分かるように、地下の地質構造を詳しく把握するこ

とが求められていた。 

そこで、産総研は千葉県環境研究センターの協力を得て、千葉県北部地域の地下地質構造の調査

を開始した。今回、産総研のボーリング調査に基づく最新の地質研究成果、および千葉県が保有す

る 1 万地点以上の土木・建設工事のボーリング調査データに基づいて、地下数 10 m までの地質構

造を立体図や任意の箇所の地質断面図として表示できる 3 次元地質地盤図を国内で初めて公開する。

人口が密集する首都圏において、生活や産業の基盤となる地震防災・減災やインフラ整備、地質汚

染対策に 3次元地質地盤図が利活用されると期待される。 

＿＿は【用語の説明】参照 

3次元で可視化した地下地質構造 
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産総研プレス発表資料 

解禁日時：資料配付と同時 

【平成 28 年 8 月 8 日 10:30】 

本件配布先： 産総研 →筑波研究学園都市記者会、経済産業記者会、経済産業省ペンクラブ、中小企業庁ペンクラブ、 

資源記者クラブ、文部科学記者会、科学記者会、大阪科学・大学記者クラブ、大阪府政記者会、

兵庫県政記者クラブ、岡山県政記者クラブ 

赤穂市は恐竜時代のカルデラの中にできた町だったことが判明 

－ 播州赤穂地域の詳細な地質図幅を刊行 － 

平成 28年 8月 8日 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

■ ポイント ■

・ 「播州赤穂」地域の地質情報を 5万分の 1地質図幅として刊行

・ 白亜紀の巨大カルデラ（コールドロン）を発見し、「赤穂コールドロン」と命名

・ 白亜紀から現在までの地盤形成の歴史を解明

■ 概 要 ■

国立研究開発法人 産業技術総合研究所【理事長 中鉢 良治】（以下「産総研」という）地質調査総合

センターは、地質情報研究部門【研究部門長 牧野 雅彦】地殻岩石研究グループ 佐藤 大介 研究員

らがとりまとめた「播州赤穂地域の地質」を刊行した。これは、平成 23～25年度の 3年間にわたり実施し

た兵庫県赤穂市を中心とした「播州赤穂」地域周辺の詳細な地質調査を基にまとめた資料である。兵庫

県と岡山県にまたがるこの地域全域の 5万分の 1の地質図幅は、今回が初となる。 

今回、「播州赤穂」地域の火山の噴火活動が盛んだった後期白亜紀の状況と、地盤が形成された歴

史を解明した。「播州赤穂」地域では後期白亜紀に大量の火砕流を噴出した火山活動が複数あった。そ

の際に形成された当時のカルデラ（コールドロン）を埋めるように火砕流堆積物が分布していることが明

らかになった。今回確認された赤穂市付近の白亜紀のカルデラ（コールドロン）は、現在は浸食によりカ

ルデラ地形は失われて火山体の地下構造が露出しているが、カルデラ（コールドロン）としては国内でも

有数の大きさであり、「赤穂コールドロン」と命名した。 

なお、この地質図幅の価格は 1,600 円（税抜き）で、8 月 9 日頃から産総研が提携する委託販売店

（https://www.gsj.jp/Map/JP/purchase-guid.html）で販売する。 

は【用語の説明】参照 

図 1 「播州赤穂」地域の地質図幅の一部（一部修正、加筆） 

図中の実線がコールドロン縁で、破線は推定。 
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産総研公式 HP主な研究成果資料 

【2019 年 2 月 4 日】 

愛知県瀬戸地域に分布する未利用原料「青サバ」の賦存状況と利用技術開発 

－ 陶磁器原料の枯渇対策に向けて － 

平成 31 年 2 月 4 日 

地圏資源環境研究部門 

上級主任研究員   高木 哲一 

■ポイント ■

・ 瀬戸地域に分布する「青サバ」は、カオリン化作用を受けた花こう岩風化殻であることを解明

・ 青サバを、磁力選鉱により窯業原料として利用する技術を開発

・ 陶磁器・タイル用原料に青サバを混合することで、良質な原料の使用量を削減し、資源の安定供給に

道

■ 概 要 ■

国立研究開発法人 産業技術総合研究所【理事長 中鉢 良治】（以下「産総研」という）地圏資源環境

研究部門【研究部門長 光畑 裕司】高木 哲一 上級主任研究員、鉱物資源研究グループ 綱澤 有輝 研究

員は、愛知県陶磁器工業協同組合【理事長 丹羽 誠】、愛知県珪砂鉱業協同組合【理事長 山中 俊博】、

岐阜県窯業原料協同組合【理事長 水野 清司】、合資会社丸藤鉱山【代表社員 青山 茂】と共同で、愛

知県瀬戸地域に分布する未利用原料「青サバ」の賦存状況を明らかにすると共にその利用技術を開発し

た。 

愛知県瀬戸地方に分布する今まで使用できなかった資源「青サバ」の性質や分布を調査し、それがカ

オリン化作用を受けた花こう岩風化殻であること、数百万トンの資源量があることを明らかにした。さ

らに、青サバに含まれる雲母類を水ひと磁力選鉱で一定程度除去し、窯業原料として利用する技術を開

発した。青サバを陶磁器・タイルの原料に混合し、良質な原料の使用量を削減することにより、資源の

安定供給を図ることができると期待される。なお、この成果の詳細は産総研地質調査総合センター発行

の地質調査研究報告に 2016 年 10 月 18 日に、また米国 Mineralogical Society of America 発行の学術誌

American Mineralogist に 2018 年 7 月 1 日（米国東部夏時間）にオンライン掲載された。 

は【用語の説明】参照

21



産総研プレス発表資料 

解禁日時：資料配付と同時 

【平成 29年 3月 30日 14:00】 

本件配布先： 産総研 → 経済産業記者会、経済産業省ペンクラブ、中小企業庁ペンラクブ、資源記者クラブ、 

文部科学記者会、科学記者会、筑波研究学園都市記者会 

高知県地域の表層土壌評価基本図を公開 

－重金属類の暴露リスク評価に基づく土壌評価図－ 

平成 29年 3月 30日 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

■ ポイント ■

・ 高知県地域にて重金属類の含有量と溶出量に加えて、土地の使途なども考慮したリスク評価を実施

・ 自然由来汚染の判別やリスクコミュニケーションのための基盤情報として利用可能

・ 工場跡地の再開発や大規模インフラ整備などに係る立策とリスク評価にも利活用を期待

■ 概 要 ■

国立研究開発法人 産業技術総合研究所【理事長 中鉢 良治】（以下「産総研」という）地質調査総合

センター 地圏資源環境研究部門【研究部門長 中尾 信典】 地圏環境リスク研究グループ 原 淳子

主任研究員、川辺 能成 主任研究員、坂本 靖英 研究グループ付、張 銘 研究グループ長は、「表層

土壌評価基本図～高知県地域～」を出版する。地圏環境リスク研究グループは、これまでも国内各地の

表層土壌評価基本図を整備しており、今回出版する高知県地域の表層土壌評価基本図は四国地方初

となる。この図には、生活に密接した表層土壌について土壌汚染対策法に準じた手法による第 2種特

定有害物質(重金属類)である有害重金属類の含有量、溶出量などの濃度分布情報、さらにその地域の

土地の使途や住民のライフスタイルを考慮したヒトの健康リスク評価結果が示されている。収録されてい

る表層土壌に関する情報は、土地利用の選定、地下水利用の可否、掘削土壌の搬出判断などの基盤

情報となるもので、情報不足から発生しうる不用意な環境汚染の拡大防止や地域における適地利用の

施策への貢献が期待される。 

これらの図は Google EarthＴＭ上に表示できる KMZ ファイルとして地質調査総合センターのウェブサイ

ト（https://www.gsj.jp/Map/JP/soils_assessment.html）よりダウンロードできる。

鉛に関するヒトの健康リスク評価図 
ウェブサイトより KMZ ファイルとしてダウンロードできる鉛に関するヒトの健康リスク評価図を Google
EarthTM上に示した例である。鉛のほか、ヒ素やカドミウムなどの有害重金属類の情報も収録されている。

(背景地図データ: Image Landsat/Copernicus Data SIO, NOAA, U.S. Navy, NGA, GEBCO Ⓒ2016 ZENRIN） 
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産総研プレス発表資料 

解禁日時：資料配付と同時 

【平成 28 年 5 月 20 日 14:00】 

本件配布先： 産総研（つくば） →筑波研究学園都市記者会 

 産総研（東 京） →経済産業記者会、経済産業省ペンクラブ、文部科学記者会、科学記者会 

東アジア地域の地震と火山噴火に関する災害情報図が完成 

－ 過去に発生した災害情報を 1枚の地質図に表示 － 

平成 28年 5月 20日 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

■ ポイント ■

・ 地震と火山噴火に関する災害規模や種類、犠牲者数とその要因がアイコン表示で一目瞭然

・ 防災計画策定やハザードマップ作成の基礎データとして利用可能

・ 東アジアで活動する企業、旅行者などのリスク管理意識向上への貢献に期待

■ 概 要 ■

国立研究開発法人 産業技術総合研究所【理事長 中鉢 良治】（以下「産総研」という）地質調査総合

センター【総合センター長 佃 栄吉】活断層・火山研究部門【研究部門長 桑原 保人】大規模噴火研究

グループ【研究グループ長 下司 信夫】宝田 晋治 主任研究員らは、過去の大規模な地震、火山噴火、

それに伴い発生した津波による災害情報をまとめた「東アジア地域地震火山災害情報図」を作成した。 

「東アジア地域地震火山災害情報図」は、東アジア地域において過去に発生した大規模な地震、火山

噴火、そしてそれに伴って発生した津波による災害情報を 1 枚の地質図にまとめたものである。災害規

模、犠牲者数とその要因などが地質図上にアイコンで表示されているため、一目で対象地域の災害状

況を把握できる。海外進出企業や旅行者などのリスク管理意識向上などが期待できるほか、防災計画

の策定やハザードマップ作成の際の基礎データとしても利活用できる。画像データは 5月 20日より地質

調査総合センターのウェブサイト(https://www.gsj.jp/HomePageJP.html)で公開するとともに、各国の関

係機関や研究者などに提供していく。今後、アジア太平洋地域地震火山ハザード情報システム

（http://ccop-geoinfo.org/G-EVERj/）上でも、今回まとめた情報の GIS デジタルデータを随時公開して

いく予定であり、これらのデータを人口分布など他の情報と重ね合わせ、さまざまな解析に用いることが

可能となる。 

なお、この成果は、2016 年 5 月 22 日～26 日に幕張メッセ（千葉県千葉市）で開催される日本地球惑

星科学連合の連合大会や、地質科学分野の最重要国際会議であり 2016 年 8 月 27 日～9 月 4 日に南

アフリカ共和国ケープタウンで開催される第 35回万国地質学会議で発表する。

は【用語の説明】参照 

  東アジア地域地震火山災害情報図の一部
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産総研プレス発表資料 

解禁日時：資料配付と同時 

【平成 30 年 9 月 18 日 14:00】 

本件配布先： 産総研 → 経済産業記者会、経済産業省ペンクラブ、中小企業庁ペンクラブ、資源記者クラブ、 

文部科学記者会、科学記者会、筑波研究学園都市記者会 

東・東南アジア地域の各種の地質情報を共有する総合システムを公開 

－ CCOP 地質情報総合共有プロジェクト － 

平成 30 年 9 月 18 日 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

■ ポイント ■

・ 東・東南アジア地域の各種の地質情報を共有する総合システムを開発

・ 各国の国立地質調査機関が保有する地質情報の数値化を促進し、国際標準形式でウェブ公開

・ 東・東南アジア地域の総合的な情報発信の推進役を果たす

■ 概 要 ■

国立研究開発法人 産業技術総合研究所【理事長 中鉢 良治】（以下「産総研」という）地質調査総

合センター【総合センター長 矢野 雄策】 研究戦略部 国際連携グループ付 宝田 晋治らは、東・東

南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）の加盟国と共同で、東・東南アジア地域の各種地質情報の

共有化を可能とする CCOP 地質情報総合共有システム（以下「本システム」という）を開発した。 

CCOP 地質情報総合共有（CCOP Geoinformation Sharing Infrastructure for East and Southeast Asia: 

GSi）プロジェクト（以下「本プロジェクト」という）は、CCOP 各国が保有する各種地質情報（地質図、地震・

火山災害、地質環境、地下水、地球物理、地球化学、リモートセンシング、鉱物資源など）の数値化を進

め、国際標準形式でウェブ公開し、東・東南アジア地域の地質情報の総合的なデータ共有システムの構

築を目的としており、2015～2020 年を実施期間とする。本プロジェクトは、産総研 地質調査総合センタ

ーの研究成果・手法を“国際標準”としてアジアに展開するとともに、全世界地質図提供プロジェクト

OneGeology などの各種の国際プロジェクトとの連携を図り、東・東南アジア地域の情報発信の推進役を

果たすことを目指している。 

なお、本システムは、2018 年 9 月 18～20 日にマレーシアのランカウイで開催される第 3 回 CCOP 地

質情報総合共有プロジェクト国際ワークショップで、正式公開される。 

CCOP地質情報総合共有システムのメインサイト（https://ccop-gsi.org/main） 
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